
川崎市社会福祉法施行要領 

 

平成 21 年 4 月 1 日付 21 川健企第 83 号局長決裁 

(目的) 

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）の施行については、法

令に別段の定めがあるもののほか、この要領の定めるところによる。 

(設立認可申請) 

第２条 法第３１条第１項の規定による認可の申請は、社会福祉法人設立認可申請書(様式第

１号)によらなければならない。 

(定款変更認可申請等) 

第３条 法第４５条の３６第２項の規定による認可の申請は、社会福祉法人定款変更認可申

請書(様式第２号（１）)により、法第４５条の３６第４項の規定による変更の届出は、社

会福祉法人定款変更届(様式第２号（２）)によらなければならない。 

 (解散認可又は認定申請等) 

第４条 法第４６条第２項の規定による認可又は認定の申請は、社会福祉法人解散認可（認

定）申請書(様式第３号（１）)により、法第４６条第３項の規定による届出は、社会福祉法

人解散届出書（様式第３号（２））によらなければならない。 

(合併認可申請) 

第５条 法第５０条第３項の規定による認可の申請は、社会福祉法人合併認可申請書（吸収

合併用）（様式第４号（１））により、法第５４条の６第２項の規定による認可の申請は、社

会福祉法人合併認可申請書（新設合併用）（様式第４号（２））によらなければならない。 

（削除） 

(第１種社会福祉事業経営の届出) 

第６条 法第６２条第１項の規定による届出は、第１種社会福祉事業経営開始届出書(様式第

５号)によらなければならない。ただし、法第２条第２項に掲げる社会福祉事業の根拠法令

等に許可又は届出の別の定めを置くときは、この限りではない。 

(第１種社会福祉事業経営の許可申請) 

第７条 法第６２条第３項の規定による申請書は、第１種社会福祉事業経営許可申請書(様式

第６号)によらなければならない。 

（施設を必要としない第１種社会福祉事業経営の届出） 

第８条 法６７条第１項の規定による届出は、施設を必要としない第１種社会福祉事業経営

開始届出書（様式第７号）によらなければならない。 

（施設を必要としない第１種社会福祉事業経営の許可申請） 

第９条 法６７条第３項の規定による申請書は、施設を必要としない第１種社会福祉事業経

営許可申請書（第８号）によならければならない。 

（社会福祉住居施設経営の届出） 

第１０条 法第６８条の２第１項又は第２項の規定による届出は、第２種社会福祉事業（無

料低額宿泊所）開始届出書（様式第９号）によらなければならない。 

（住居の用に供するための施設を必要としない第２種社会福祉事業経営の届出） 

第１１条 法第６９条第１項の規定による届出は、第２種社会福祉事業開始届出書（様式第

１０号）によらなければならない。ただし、法第２条第３項に掲げる社会福祉事業の根拠



法令等に許可又は届出の別の定めを置くときは、この限りではない。 

(社会福祉事業変更又は廃止の届出) 

第１２条 法第６３条第１項、第６４条、第６８条、第６９条第２項の規定による届出は、

社会福祉事業変更（廃止）届出書(様式第１１号)によらなければならない。ただし、法第

２条第２項及び第３項に掲げる社会福祉事業の根拠法令等に別の定めを置くときは、この

限りではない。 

（社会福祉事業変更の許可申請） 

第１３条 法第６３条第２項に規定する許可を受けようとする者は、社会福祉事業変更許可

申請書（様式第１２号）によらなければならない。 

（社会福祉住居施設に係る届出事項変更の届出） 

第１４条 法第６８条の３第１項から第３項までの規定による届出は、第２種社会福祉事業

（無料低額宿泊所）変更届出書（様式第１３号）によらなければならない。 

２ 法第６８条の２第１項又は第２項の規定による届出をした者は、その施設を休止又は再

開したときは、休止又は再開の日から１月以内に、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

３ 前項の規定による届出は、第２種社会福祉事業（無料低額宿泊所）休止（再開）届出書

（様式第１４号）によらなければならない。 

（社会福祉住居施設廃止の届出） 

第１５条 法第６８条の４の規定による届出は、第２種社会福祉事業（無料低額宿泊所）廃

止届出書（様式第１５号）によらなければならない。 

(事業の制限等) 

第１６条 法第７２条の規定による事業の制限は又は停止は、社会福祉事業（制限・停止）

命令（様式第１６号）による。 

(措置結果報告) 

第１７条 法第７２条の規定により経営の制限又は停止を命じられた事業経営者は、これに

基づいてとった措置について、措置結果報告書（様式第１７号）をその処分を受けた日か

ら３０日以内に市長に提出しなければならない。 

(雑則) 

第１８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、健康福祉局長が別に定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行の日の前日までに、社会福祉法に基づく所要の手続その他の行為は、こ

の要領の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年１月１日から施行する。 
 


































































